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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属
性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得手段と、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得手段により取得された上記食品情報が、同じく取得
された上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係において禁忌食材が含まれ
ているか否かを判別する判別手段とを備え、
　上記判別手段は、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相
当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁
忌度に反映させること
　を特徴とする情報判別システム。
【請求項２】
　判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近
の生体情報とを取得する情報取得手段と、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得手段により取得された上記薬剤情報、上記属性情報
及び上記生体情報との関係において禁忌食材を判別する判別手段とを備え、
　上記判別手段は、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相
当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁
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忌度に反映させること
　を特徴とする情報判別システム。
【請求項３】
　上記情報取得手段は、ＩＣカード又は携帯情報端末に実装され、
　上記判別手段は、上記ＩＣカード又は上記携帯情報端末との間で通信可能な店舗内に設
置される判別装置内に実装されること
　を特徴とする請求項１又は２項記載の情報判別システム。
【請求項４】
　上記情報取得手段により取得された各情報は、クラウド上においてユーザ毎に管理され
、
　上記参照すべき組み合わせ禁忌度は、上記判別手段との間で通信可能なサーバにより管
理されること
　を特徴とする請求項１～３のうち何れか１項記載の情報判別システム。
【請求項５】
　上記食品情報は、ユーザが摂取予定のサプリメントに関する情報を含むこと
　を特徴とする請求項１～４のうち何れか１項記載の情報判別システム。
【請求項６】
　判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属
性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得ステップと、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記食品情報が、同じく
取得した上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係において禁忌食材が含ま
れているか否かを判別する判別ステップとを有し、上記各ステップをコンピュータが実行
し、
　上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食
材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合
わせ禁忌度に反映させること
　を特徴とする情報判別方法。
【請求項７】
　判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近
の生体情報とを取得する情報取得ステップと、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記薬剤情報、上記属性
情報及び上記生体情報との関係において禁忌食材を判別する判別ステップとを有し、上記
各ステップをコンピュータが実行し、
　上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食
材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合
わせ禁忌度に反映させること
　を特徴とする情報判別方法。
【請求項８】
　判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属
性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得ステップと、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記食品情報が、同じく
取得した上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係において禁忌食材が含ま
れているか否かを判別する判別ステップとを有し、
　上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食
材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合
わせ禁忌度に反映させることをコンピュータに実行させること
　を特徴とする情報判別プログラム。
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【請求項９】
　判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近
の生体情報とを取得する情報取得ステップと、
　薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み
合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記薬剤情報、上記属性
情報及び上記生体情報との関係において禁忌食材を判別する判別ステップとを有し、
　上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食
材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合
わせ禁忌度に反映させることをコンピュータに実行させること
　を特徴とする情報判別プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ユーザの属性と、ユーザ自身が摂取している薬剤との関係において適切な食
品を示唆する上で好適な情報判別システム及び方法、情報判別プログラムに関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　従来、特定の食品と特定の薬剤とを同時に摂取すると、薬剤の想定された薬効が阻害さ
れる場合があることが知られている。このような薬効が阻害される、いわゆる禁忌となる
薬剤と食品の組み合わせを知らずにこれらを患者が摂取した場合、最悪の場合には重篤と
なってしまう。
【０００３】
　例えば、一般的にアボガドは体に良いといわれ、特に女性が好んで摂取する果実である
が、抗結核薬や抗パーキンソン病薬等とアボカドとは互いに禁忌となる組み合わせである
。アボガドに含まれているチラミンという成分は、血圧を上げる作用があるが、抗結核薬
は、このチラミンの分解を阻害する働きがあり、これらを互いに飲み合わせるとチラミン
の血圧を上げる作用が増強されて、血圧が異常に高くなってしまう。またアボガドにはピ
リドキシン（ビタミンＢ６）が多く含まれており、このピリドキシンは、抗パーキンソン
病薬であるレボドパという物質の分解を促進するため、薬が効きにくくなる可能性がある
と言われている。
【０００４】
　また、血液をかたまりにくくする薬剤であるワルファリンを服用しているときには納豆
が互いに禁忌となる組み合わせである。即ち、納豆菌の作るビタミンＫがワルファリンの
効果を弱めるばかりでなく、却って血栓ができやすくなると言われている。
【０００５】
　また高齢者が服用する骨粗しょう症の治療に使うビタミンＤ３製剤は、牛乳が互いに禁
忌となる組み合わせである。ビタミンＤ３製材は、腸管からのカルシウムの吸収を促進さ
せ、血中のカルシウム値を上昇させる働きがあるが、牛乳と飲み合わせた場合に高カルシ
ウム血症を起こす可能性があると言われている。
【０００６】
　従来において、早期の段階で禁忌となる薬剤と食品の組み合わせに関する適切な情報を
即時的に患者に対して提供することを目的とした技術が提案されている（例えば、特許文
献１参照。）。
【０００７】
　この特許文献１の開示技術によれば、ユーザが服用中の薬剤と、その薬剤に対して組み
合わせ禁忌となる禁忌食材、および禁忌食材が調理されて得られる可能性のある禁忌食品
とからなるユーザ禁忌データベースを予め取得しておく。そして、ユーザが摂取しようと
する判定対象食品とユーザ禁忌データベースとを比較し、判定対象食品に禁忌食材が含ま
れているかを判別する。その結果、判定対象食品に禁忌食材が含まれている場合には、警
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告メッセージを表示させ、ユーザに注意を喚起する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０１４－０１６７６３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、上述した特許文献１の開示技術によれば、あくまでユーザが服用中の薬
剤情報のみに基づいて禁忌食材を一義的に特定するに過ぎないものである。実際に禁忌食
材を判定する上では、服用中の薬剤情報以外に、ユーザにおける直近の体重や体脂肪率、
血圧、脈拍等を始めとした生体情報や、ユーザの年齢、性別、持病、医師の診断結果、血
糖値や血液データ、妊娠しているか否か、アレルギーの有無等のユーザ個人の属性情報を
含めることで、より判定精度を向上させる必要がある。
【００１０】
　また、特許文献１の開示技術では、薬剤情報に対して食材が単に禁忌であるか否かの２
値で判定することを前提としている。しかしながら、禁忌であるものと判定された禁忌食
材がどの程度禁忌なものであるのかを示す禁忌性については特段示唆を与えるものではな
い。仮にその禁忌食材を摂取した場合に即座に重篤になるほどの危険性があるのか、アレ
ルギーが出る可能性どの程度高いのか、或いはその日の体調や上記生体情報、上記属性情
報との関係においては、殆ど心配するレベルではないのかが分からない。
【００１１】
　更に薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報の禁忌性は、医学
、薬学の進化、調理方法の変化、摂取すべきサプリメントの進化、さらには生活態様の変
化に応じて変化する可能性がある。実際にユーザが服用する薬剤に対する禁忌食材は、最
新の禁忌性に関するデータを参照して判断することが望ましい。特にビッグデータ化やＩ
ｏＴ（Internet of Things）の進展に伴い、世の中に溢れるデータは従来と比較して格段
の分量となっており、これらのデータを活用しなければ、薬剤情報と禁忌食材の禁忌性を
より好適に更新することができない。
【００１２】
　そこで本発明は、上述した問題点に鑑みて案出されたものであり、その目的とするとこ
ろは、薬剤情報に対する禁忌食材を３段階以上の禁忌度に基づいて判別することができ、
しかも薬剤情報のみならず他の属性情報、さらには生体情報を反映させた判別を行うこと
ができ、さらにはその禁忌性の判断を、最新のデータを参照して判断することが可能な情
報判別システム及び方法、情報判別プログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　第１発明に係る情報判別システムは、判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用
している薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情
報取得手段と、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段
階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得手段により取得された上記食品情報が
、同じく取得された上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係において禁忌
食材が含まれているか否かを判別する判別手段とを備え、上記判別手段は、薬剤情報、属
性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相当する食品情報の関係に関する情
報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁忌度に反映させることを特徴とす
る。
【００１４】
　第２発明に係る情報判別システムは、判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、ユ
ーザ自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得手段と、薬剤情報
、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み合わせ禁忌
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度を参照し、上記情報取得手段により取得された上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生
体情報との関係において禁忌食材を判別する判別手段とを備え、上記判別手段は、薬剤情
報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相当する食品情報の関係に関
する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁忌度に反映させることを特
徴とする。
【００１５】
　第６発明に係る情報判別方法は、判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用して
いる薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取
得ステップと、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段
階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記食品情
報が、同じく取得した上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係において禁
忌食材が含まれているか否かを判別する判別ステップとを有し、上記各ステップをコンピ
ュータが実行し、上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせ
に対する禁忌食材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参
照すべき組み合わせ禁忌度に反映させることを特徴とする。
【００１６】
　第７発明に係る情報判別方法は、判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、ユーザ
自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得ステップと、薬剤情報
、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み合わせ禁忌
度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記薬剤情報、上記属性情報及び上
記生体情報との関係において禁忌食材を判別する判別ステップとを有し、上記各ステップ
をコンピュータが実行し、上記判別ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組
み合わせに対する禁忌食材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、
これを参照すべき組み合わせ禁忌度に反映させることを特徴とする。
【００１７】
　第８発明に係る情報判別プログラムは、判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服
用している薬剤情報と、ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する
情報取得ステップと、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報と
の３段階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記
食品情報が、同じく取得した上記薬剤情報、上記属性情報及び上記生体情報との関係にお
いて禁忌食材が含まれているか否かを判別する判別ステップとを有し、上記判別ステップ
では、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相当する食品情
報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁忌度に反映さ
せることをコンピュータに実行させることを特徴とする。
【００１８】
　第９発明に係る情報判別プログラムは、判別対象のユーザが服用している薬剤情報と、
ユーザ自身の属性情報と、ユーザの直近の生体情報とを取得する情報取得ステップと、薬
剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する食品情報との３段階以上の組み合わ
せ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップにおいて取得した上記薬剤情報、上記属性情報
及び上記生体情報との関係において禁忌食材を判別する判別ステップとを有し、上記判別
ステップでは、薬剤情報、属性情報及び生体情報の組み合わせに対する禁忌食材に相当す
る食品情報の関係に関する情報が外部から提供され、これを参照すべき組み合わせ禁忌度
に反映させることをコンピュータに実行させることを特徴とする。
【発明の効果】
【００２７】
　上述した構成からなる本発明によれば、薬剤情報に対する禁忌食材を３段階以上の禁忌
度に基づいて判別することができ、しかも薬剤情報のみならず他の属性情報、さらには生
体情報を反映させた判別を行うことができ、さらにはその禁忌性の判断を、最新のデータ
を参照して判断することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
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【００２８】
【図１】本発明を適用した情報判別システムの全体構成を示すブロック図である。
【図２】店舗内システムの構成例を示す図である。
【図３】携帯情報端末の具体的な構成例を示す図である。
【図４】本発明を適用した情報判別システムの処理動作のフローチャートである。
【図５】属性情報と、薬剤情報と、生体情報の３カテゴリーに対する食品又はサプリメン
トの３段階以上の禁忌度の関係を示す図である。
【図６】本発明を適用した情報判別システムの処理動作の他のフローチャートである。
【図７】本発明を適用した情報判別システムの処理動作において属性情報を更新する場合
のフローチャートである。
【図８】本発明を適用した情報判別システムにおいてＩＣカードを利用する場合における
ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明を適用した情報判別システム１００について、図面を参照しながら詳細に
説明をする。
【００３０】
　情報判別システム１００は、ユーザがこれから摂取しようとする食品について、ユーザ
自らの年齢や持病や、服用中の薬剤等との関係において摂取すべきか否かを判別する。
【００３１】
　図１は、本発明を適用した情報判別システム１００の全体構成を示すブロック図である
。情報判別システム１００は、店舗内システム１と、携帯情報端末２と、病院内システム
３と、サーバ４とを備えている。これら店舗内システム１乃至サーバ４は、公衆通信網５
を介して相互に接続されている。
【００３２】
　公衆通信網５は、店舗内システム１等が通信回線を介して接続されるインターネット網
等である。公衆通信網５につきいわゆる光ファイバ通信網で構成してもよい。また、この
公衆通信網５は、有線通信網に限定されるものではなく、無線通信網で実現するようにし
てもよい。
【００３３】
　図２は、店舗内システム１の構成例を示す図である。なお店舗内システム１は１つの装
置として具現化されている場合を例にとり説明をするが、これに限定されるものではなく
、複数の装置により具現化されるものであってもよい。
【００３４】
　店舗内システム１は、ユーザが処方された薬剤を購入する薬局や、ドラッグストア、シ
ョッピングモール、スーパーマーケット、デパートその他いかなる店舗に設けられている
。店舗内システム１は、情報取得部１１と、通信部１２と、入力部１３と、表示部１４と
、制御部１５と、店舗内データベース１６と、検査機器１７とを備えている。
【００３５】
  情報取得部１１は、携帯情報端末２と非接触通信し、携帯情報端末２から個人識別ＩＤ
を読み出して制御部１５に送信する。通信部１２は、公衆通信網５を介してサーバ４等と
通信し、送信されてきた情報を受信して制御部１５に供給し、或いは制御部１５から供給
された情報を送信する。
【００３６】
  入力部１３は、キーボードやマウス、タッチパネル等からなり、薬剤師等の操作に応じ
た信号を制御部１５に供給する。表示部１４は、液晶表示パネルなどからなり、制御部１
５から供給されたデータに基づいて各種情報や画像等を表示する。また、この入力部１３
は、例えばバーコードリーダ等で具現化される場合もあり、食品や食材に付されたバーコ
ードを読み込むことでユーザが購入しようとする食品情報を取得することが可能となる。
【００３７】
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  制御部１５は、店舗内システム１全体の動作を中央制御ユニットとしての役割を担う。
店舗内データベース１６は、各ユーザの属性情報、各ユーザの薬剤情報、各ユーザの生体
情報、食品情報等の各種のデータが記録され、必要に応じてそれらのデータを制御部１５
に供給する。
【００３８】
　ここでいうユーザの属性情報とは、ユーザの年齢、性別、職業、住所、家族等の一般的
な個人情報に加え、持病、病院において診断された情報（以下、診察情報という。）、血
糖値や血液データ、妊娠しているか否か、アレルギーの有無、過去の病歴、ユーザのＤＮ
Ａに関する情報等、ユーザ個人に関するあらゆる属性を示す情報である。この属性情報は
、後述するように病院内システム３から取得することができる。
【００３９】
　またユーザの薬剤情報は、薬局等においてユーザのために調剤された薬剤に関する情報
や、医師から出された薬剤の処方せんに関する情報等が含まれている。この薬剤情報は、
現在においてユーザが服用している、直近に出された処方せんに関する情報のみならず、
過去に服用した薬歴も含まれる。更にこの薬剤情報には、薬剤以外にユーザが服用しよう
とするサプリメント、更にはその服用歴も含まれる。同じ種類のサプリメントでも、メー
カー別に全成分表示が異なる場合があるが、かかる場合には、表示順に主成分の情報を反
映させるようにしてもよい。
【００４０】
　更に生体情報は、ユーザの体重や体脂肪率、血圧、脈拍等のような医師以外でも測定で
きる生体又は健康上の情報である。この生体情報は、実際に測定されたデータ以外に、一
日の睡眠時間、喫煙の頻度、飲酒の頻度、月平均残業時間、家族の病歴、疲れやすさの度
合い、排泄物の状況等、アンケート票を介して、或いは店員又は薬剤師による質問を介し
てユーザから回答してもらった情報も含まれる。
【００４１】
　また食品情報は、ユーザが摂取しようとする食品に関する情報である。この食品情報と
しては、例えば食材とその食材を使った食品との２種類が関連つけて記憶されていてもよ
い。例えば、食材が豆腐であれば、食品としてはすきやき、麻婆丼、味噌汁等が関連付け
て記憶されていてもよい。また食材が納豆であれば、食品としてはご飯にかける納豆単品
以外に、寿司、納豆オムレツ等が関連付けて記憶されていてもよい。更に食材がマグロで
あれば、寿司、海鮮丼等の食品が関連付けて記憶されていてもよい。更には、この食品情
報は、ユーザが摂取しようとするサプリメントに関する情報も含まれる。
【００４２】
　検査機器１７は、ユーザの直近の生体情報を測定するためのデバイスである。検査機器
１７は、例えば体重計、体脂肪率計測器、血圧計、脈拍計等、ドラッグストア等の店舗の
店頭にて簡単に生体情報を測定し得る機器により構成されている。検査機器１７は、制御
部１５に接続されており、測定した生体情報はこの制御部１５に送られる。制御部１５は
、この検査機器１７から取得した生体情報を店舗内データベース１６に記憶させるように
制御する。この検査機器１７は、生体情報に関してユーザから回答してもらったマークシ
ート形式のアンケート票を電気的に読み取り可能なリーダーで構成されていてもよい。ま
た店員又は薬剤師がユーザから直接的に生体情報を聞き取った場合には、上述した入力部
１３を介してこれを入力し、入力部１３からその生体情報を制御部１５に供給するように
してもよい。
【００４３】
  携帯情報端末２は、例えば、携帯電話、スマートフォン、タブレット型端末、ウェアラ
ブル端末、ノート型のパーソナルコンピュータ（ＰＣ）等であり、少なくともユーザの操
作に基づいて公衆通信網５を介して通信可能なデバイスである。携帯情報端末２は、ユー
ザが携帯可能とすることにより、常時持ち運びを可能とするデバイスであるが、これに限
定されるものではなく、据置き型のデスクトップ型ＰＣ等、あらゆる電子機器を含む概念
である。
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【００４４】
  なお、この携帯情報端末２は、後述する情報判別プログラムを公衆通信網５を介してダ
ウンロードすることなく、店頭で販売されているパッケージソフトをインストールする場
合には、公衆通信網５を介した通信を行わない機器であってもよい。以下の例では、この
携帯情報端末２につき、スマートフォンを適用する場合を例にとり説明をする。
【００４５】
  図３は、携帯情報端末２の具体的な構成例を示している。この携帯情報端末２は、ＲＯ
Ｍ（Read Only Memory）２２と、データの蓄積や展開等に使用する作業領域としてのＲＡ
Ｍ(Random Access Memory)２３と、携帯情報端末２全体を制御するためのＣＰＵ（Centra
l Processing Unit）２４と、操作ボタンやキーボード等を介して各種制御用の指令を入
力するための操作部２５と、各種情報の表示を制御するための出力Ｉ／Ｆ３６と、ハード
ディスク等に代表され、実行すべき検索を行うためのプログラムを格納するための記憶部
２７と、外部から携帯情報端末２内へデータを入力し、或いは携帯情報端末２において生
成されたデータを外部へ出力するためのデータ入出力部２９が内部バス２１にそれぞれ接
続されている。さらに、この内部バス２１には、通信Ｉ／Ｆ２８、近接通信部３１が接続
されている。また、出力Ｉ／Ｆ３６には、実際に情報を表示するモニタとしての表示部２
６が接続されている。
【００４６】
  ＲＯＭ２２は、携帯情報端末２全体のハードウェア資源を制御するためのプログラムが
格納されている。ＲＡＭ２３は、携帯情報端末２全体のハードウェア資源を制御するとき
の各種命令を一時的に記憶する。
【００４７】
  ＣＰＵ２４は、内部バス２１を介して制御信号を送信することにより、携帯情報端末２
内に実装された各構成要素を制御するためのいわゆる中央演算ユニットである。また、こ
のＣＰＵ２４は、操作部２５を介したユーザの操作に応じて各種制御用の指令を内部バス
２１を介して伝達する。
【００４８】
  操作部２５は、タッチパネル等で具体化され、ユーザが実際に解決したい問題に関する
情報が入力される他、本発明に係るプログラムを実行するための実行命令がユーザから入
力される。この操作部２５は、上記実行命令がユーザにより入力された場合には、これを
ＣＰＵ２４に通知する。この通知を受けたＣＰＵ２４は、上記プログラムを記憶部２７か
ら読み出して実行する。
【００４９】
  出力Ｉ／Ｆ３６は、ＣＰＵ２４による制御に基づいて表示画像を作り出すグラフィック
コントローラにより構成されている。この出力Ｉ／Ｆ３６に接続される表示部２６は、例
えば、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）等によって実現される。
【００５０】
  記憶部２７は、ハードディスクで構成される場合において、ＣＰＵ２４による制御に基
づき、各アドレスに対して所定の情報が書き込まれるとともに、必要に応じてこれが読み
出される。また、この記憶部２７には、本発明を実行するためのプログラムが格納されて
いる。このプログラムはＣＰＵ２４により読み出されて実行されることになる。また、こ
の記憶部２７には、属性情報や薬剤情報、生体情報等が記憶される場合もある。
【００５１】
  通信Ｉ／Ｆ２８は、公衆通信網５と接続するための回線制御回路や、他の端末装置との
間でデータ通信を行うための信号変換回路等が実装されている。通信Ｉ／Ｆ２８は、内部
バス２１からの各種命令に変換処理を施してこれを公衆通信網５側へ送出するとともに、
公衆通信網５からのデータを受信した場合にはこれに所定の変換処理を施して内部バス２
１、或いはＣＰＵ２４へ送信する。
【００５２】
  データ入出力部２９は、ＰＣ等の電子機器との間でＵＳＢ接続するためのコード等が接



(9) JP 6265453 B1 2018.1.24

10

20

30

40

50

続される。このデータ入出力部２９を介して外部の機器との間でデータを入出力すること
が可能となる。
【００５３】
　近接通信部３１は、店舗内システム１や病院内システム３と非接触通信し、個人識別Ｉ
Ｄを送信し、また必要な情報を送受信する。
【００５４】
　病院内システム３は、患者であるユーザが通院する病院内に設けられている。病院内シ
ステム３は、携帯情報端末２における近接通信部３１との非接触通信等の近接通信により
、携帯情報端末２から個人識別ＩＤを読み出し、医師等の入力操作に応じて各種の入力処
理を行う。
【００５５】
  また、病院内システム３には、患者であるユーザの個人情報や、その病院や関連する病
院において生成された診察情報がユーザ毎に記録されている。
【００５６】
　病院内システム３は、必要に応じてユーザの個人情報や医師による診察情報を、上述し
た属性情報とし、これを公衆通信網５を介してサーバ４や店舗内システム１へと送信する
。
【００５７】
　サーバ４は、所定のデータベースが構築されている。このデータベースには、公衆通信
網５を介して送られてきた情報（食品情報、属性情報、薬剤情報、生体情報等を含む）が
蓄積される。また、このサーバ４は、店舗内システム１、携帯情報端末２、病院内システ
ム３からの要求に基づいて、この蓄積した情報を公衆通信網５を介して店舗内システム１
、携帯情報端末２、病院内システム３へと送信する。
【００５８】
　なお、店舗内システム１、携帯情報端末２、病院内システム３、サーバ４における何れ
か１以上の構成要素は、人工知能により制御されるものであってもよい。本発明への人工
知能の具体的な応用方法は、従来における全ての公知の人工知能に関する情報の何れか１
以上に基づくものであってもよい。
【００５９】
  本発明を適用した情報判別システム１００は、店舗内システム１、携帯情報端末２、病
院内システム３、サーバ４内にインストールされた情報判別プログラムを介して実行して
いく。即ち、ユーザは、携帯情報端末２を操作し、或いは店舗内システム１による処理動
作を通じて表示された示唆を通じて、自ら摂取しようとする食品について、ユーザ自らの
年齢や持病や、服用中の薬剤等との関係において摂取すべきか否かを判別する。情報判別
プログラムは、携帯情報端末２にインストールして使用する場合に限定されるものではな
く、店舗内システム１、病院内システム３、サーバ４に記憶させて動作可能としておき、
携帯情報端末２側からこれらにアクセスして使用するようにしてもよいことは勿論である
。
【００６０】
　図４は、本発明を適用した情報判別システム１００の処理動作フローの一例を示してい
る。
【００６１】
　先ず本システムの開始前においてユーザの携帯情報端末２内には、属性情報が既に入力
されているものとする。この属性情報は、ユーザＩＤ等を介して守秘性が担保された状態
で、サーバ４や店舗内システム１における店舗内データベース１６、或いは病院内システ
ム３において記憶されていてもよい。
【００６２】
　かかる状態の下で、先ずステップＳ１１において、ユーザは病院に通院した際に所方せ
んを発行してもらう。病院内システム３は所方せんを発行する際に、薬剤情報を紙媒体に
印刷してユーザに渡す以外に、薬剤情報をユーザの携帯情報端末２に非接触通信等の近接
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通信により転送する。これにより、携帯情報端末２内の薬剤情報が更新されることとなる
（ステップＳ１２）。紙媒体の薬剤情報を発行してもらった場合に、ユーザが音声入出力
部３１や操作部２５を介してこれを入力するようにしてもよく、かかる場合も同様に携帯
情報端末２内の薬剤情報が更新されることとなる。
【００６３】
　このステップＳ１２終了後において、携帯情報端末２の記憶部２７内には、属性情報に
加え、薬剤情報が入力されている状態となっている。この記憶部２７に記憶されている薬
剤情報としては、今回ステップＳ１１において新たに発行された所方せんに基づく薬剤情
報のみならず、これよりも以前に発行された所方せんに基づく薬歴が全て入力されていて
もよい。
【００６４】
　ステップＳ１２において携帯情報端末２内の薬剤情報を更新したユーザは、ドラッグス
トア等を始めとする店舗に移動し、必要な場合には店員又は薬剤師を介して店舗内システ
ム１にアクセスする。この店舗内システム１において、携帯情報端末２を情報取得部１１
に近接通信させる。これにより、店舗内システム１は、携帯情報端末２に入力されている
薬剤情報と、属性情報を取得することが可能となる（ステップＳ２１）。店舗内システム
１は、取得した薬剤情報と属性情報とを、店舗内データベース１６に一旦格納する。
【００６５】
　次にステップＳ２２に移行し、生体情報の計測を行う。この生体情報の計測は、店舗内
に設置された検査機器１７を使用する。店員又は薬剤師は、体重計、体脂肪率計測器、血
圧計、脈拍計等を使用してユーザの体重や体脂肪率、血圧、脈拍等を測定する。測定した
生体情報は、店舗内データベース１６に一旦格納されることとなる。なお、このステップ
Ｓ２２はステップＳ２１よりも先行して行うようにしてもよい。
【００６６】
　次にステップＳ２３に移行し、制御部１５は、禁忌度の高い食材を判別する。忌避度を
判定する上で、この店舗内システム１は、図５に示すように属性情報と、薬剤情報と、生
体情報の３カテゴリーに対する食品又はサプリメントの３段階以上の禁忌度のデータを保
有しているものとする。この属性情報としては、例えば年代毎に分類された「年齢」、男
女別に分類された「性別」、具体的な持病やアレルギーにより分類された「持病、アレル
ギー」、血糖値の範囲で分類された「血糖値」等が例えば規定されているものとする。同
様に属性情報としては、「抗結核薬」、「抗パーキンソン病薬」、「ワルファリン」、「
ビタミンＤ３」等が分類されているものとする。また生体情報としては、それぞれ数値範
囲で分類された「ＢＭＩ（ボディー・マス・インデックス）」、「体脂肪率」、「血圧」
、「脈拍」等が規定されているものとする。
【００６７】
　また禁忌食材の候補としては、例えば「納豆」、「卵」、「牛乳」、「まぐろ」等を例
示しており、各食材をそれぞれ利用した食品を関連付けて記憶させるようにしてもよい。
また、禁忌食材は、いわゆる食品に具現化される場合に限定されるものではなく、サプリ
メントもこれに含まれる。かかる場合には、食材の代わりに物質として例えば「ビタミン
Ｃ」や「濃縮ウコン」を規定し、これを利用したサプリメントの製品名を関連付けて記憶
するようにしてもよい。
【００６８】
　禁忌度のデータは、図５に示すように属性情報と薬剤情報と生体情報を左側に配置し、
禁忌食材の候補を右側に配置した連関度のモデルで整理されている。この連関度のモデル
は、属性情報の各分類、薬剤情報の各分類、生体情報の各分類がそれぞれ食材（物質）と
の間で３段階以上の禁忌度として定義されている。この禁忌度の数値が高い食材（物質）
を含む食品（サプリメント）の禁忌性が高いことを意味している。禁忌性が高いことの意
味するところは、より禁忌性の高い旨が判定された食材（物質）を含む食品（サプリメン
ト）を摂取した場合に、ユーザの健康上何らかのリスクが発生する可能性が高くなること
を意味している。この健康上のリスクとは、血圧が上昇したり、血栓、吐き気、高カルシ
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ウム血症、引きつけ、下痢が発生する等、健康を阻害するあらゆる症状を意味する。
【００６９】
　本発明においては、各食材につき、属性情報の１種以上、及び薬剤情報の１種以上、及
び生体情報の１種以上が禁忌度が設定されていることが前提となる。例えば食材としての
納豆には、属性情報のうちの１種類として「年齢」と、薬剤情報のうちの１種類として「
抗パーキンソン病薬」、生体情報として「血圧」がそれぞれ禁忌度として定義されている
。このとき、例えば「納豆」に対して「年齢」の各分類（３０代以下、４０代、５０代、
６０代、７０代以上）につき禁忌度が（２５％、３５％、５０％、６０％、７５％）等の
ように割り当てられている。同様に「納豆」に対して「血圧」の各分類（１２０未満、１
２０～１３０未満、１３０～１４０未満、１４０～１６０未満、１６０以上）につき禁忌
度が（１５％、２５％、３０％、４０％、５５％）等のように割り当てられている。同様
に「納豆」に対して「抗パーキンソン病薬」の禁忌度が６０％のように割り当てられてい
る。
【００７０】
　このように食材に対して属性情報、薬剤情報、生体情報の１種以上の項目につき、分類
毎に３段階以上の禁忌度が割り当てられていてもよいが、これら属性情報、薬剤情報、生
体情報の組み合わせに対する禁忌度（以下、組み合わせ禁忌度という。）が食材に対して
割り当てられていてもよい。
【００７１】
　かかる場合には、例えば、属性情報としての「年齢」が６０代、薬剤情報として「抗パ
ーキンソン病薬」、生体情報としての「血圧」が１４０～１６０未満の３つの組み合わせ
に対する「納豆」の組み合わせ禁忌度が５５％、属性情報としての「年齢」が４０代、薬
剤情報として「抗パーキンソン病薬」、生体情報としての「血圧」が１２０～１３０未満
の３つの組み合わせに対する「納豆」の組み合わせ禁忌度が２５％、属性情報としての「
年齢」が７０代以上、薬剤情報として「抗パーキンソン病薬」、生体情報としての「血圧
」が１６０以上の３つの組み合わせに対する「納豆」の組み合わせ禁忌度が８５％等と割
り当てられていてもよい。
【００７２】
　更に、属性情報、薬剤情報、生体情報の組み合わせの禁忌度を構成する上で、これら属
性情報内において２種以上に亘り組み合わせ項目として設定されていてもよいし、薬剤情
報内において２種以上に亘り組み合わせ項目として設定されていてもよいし、生体情報内
において２種以上に亘り組み合わせ項目として設定されていてもよい。例えば、属性情報
としての「年齢」が６０代でかつ「血糖値」が１２６以上で、薬剤情報として「抗パーキ
ンソン病薬」、生体情報としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満の組み合わせに対する「納
豆」の組み合わせ禁忌度が６５％等のように割り当てられていてもよい。また属性情報と
しての「持病、アレルギー」がぜんそくで、薬剤情報として「ワルファリン」及び「抗結
核薬」であり、生体情報としての「脈拍」が１００超の組み合わせに対する「濃縮ウコン
」の組み合わせ禁忌度が４５％等のように割り当てられていてもよい。更には、属性情報
としての性別が「女」で、薬剤情報として「ワルファリン」及び「ビタミンＤ３」であり
、更に「ＢＭＩ」が１８．５未満、かつ血圧が１６０以上、かつ脈拍が６０～１００の組
み合わせに対する「卵」の組み合わせ禁忌度が８０％等のように割り当てられていてもよ
い。
【００７３】
　店舗内システム１は、上述した図５に示す３段階以上の組み合わせ禁忌度を予め取得し
た上でステップＳ２３の食品（食材）の判別を行う。かかる場合には、制御部１５による
制御の下で、ステップＳ２２以前において取得したユーザの属性情報、薬剤情報、生体情
報から、図５に示す３段階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、禁忌食材を判別する。
【００７４】
　例えば、ステップＳ２２において取得したユーザの属性情報としての「年齢」が６０代
でかつ「血糖値」が１２６以上で、薬剤情報として「抗パーキンソン病薬」で、生体情報
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としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満である場合、上述した組み合わせ禁忌度を参照した
場合、「納豆」が６５％であることを判別することができ、「カレーライス」が３４％、
「ビタミンＣ」が１９％等のように各食品（食材）毎の組み合わせ禁忌度を判別すること
ができる。同様に、ステップＳ２２において取得したユーザの属性情報としての性別が「
女」で、薬剤情報として「ワルファリン」及び「ビタミンＤ３」であり、更に「ＢＭＩ」
が１８．５未満、かつ血圧が１６０以上、かつ脈拍が６０～１００である場合、上述した
組み合わせ禁忌度を参照した場合、「卵」が８０％、「セロリ」が１０％、「ホタテ」が
６％等のように判別することができる。
【００７５】
　更に薬剤情報には、ユーザが服用しているサプリメントに関する情報も含まれる。この
ため、薬剤情報においてサプリメントとしての葉酸や亜鉛等が選択された場合には、これ
らサプリメントと属性情報、生体情報との組み合わせに対する食品情報との組み合わせ禁
忌度を判別することが可能となる。
【００７６】
　例えば、取得したユーザの属性情報としての「年齢」が３０代で、薬剤情報としてサプ
リメントの「葉酸」で、生体情報としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満である場合、上述
した組み合わせ禁忌度を参照した場合、「納豆」が４５％であることを判別することがで
き、「ビタミンＣ」が５６％等のように各食品（食材）、サプリメント毎の組み合わせ禁
忌度を判別することができる。特に薬剤情報にサプリメントが選択され、食材としてもサ
プリメントが選択された場合には、サプリメント同士の禁忌度を判別することが可能とな
る。
【００７７】
　店舗内システム１は、このようにして判別した組み合わせ禁忌度をユーザに対していか
なる方法で通知してもよい。かかる場合には、例えば表示部１４を介して、その組み合わ
せ禁忌度の高い食材（物質）、ひいてはこれに関連付けられる食品（サプリメント）を、
当該組み合わせ禁忌度と共に表示するようにしてもよいし、レシート等の紙媒体にそれら
を表示するようにしてもよい。或いは、この禁忌度の高い食材（物質）や食品（サプリメ
ント）を当該組み合わせ禁忌度と共に通信部１２又は情報取得部１１を介してユーザの携
帯情報端末２に送信することにより通知するようにしてもよい。
【００７８】
　このような組み合わせ禁忌度を確認したユーザは、自らの属性情報に加え、本日測定し
た生体情報と現在摂取している薬剤に関する薬剤情報との関係から、禁忌性の高い食材を
判別することができる。その結果、禁忌性の高い食材を含む食品の購入を事前に回避する
ことができ、ひいては禁忌性の高い食材を摂取することによる健康上の不具合を回避する
ことが可能となる。特に薬剤とサプリメントの飲み合わせが危険な場合があるが、本発明
によれが薬剤情報と、サプリメントを含む食品情報との間で組み合われ禁忌度が定義され
ているため、これらの危険性の判断も行うことが可能となる。
【００７９】
　図６は、本発明を適用した情報判別システム１００の処理動作フローの他の例を示して
いる。この処理動作フローにおいて上述した図４に示す処理動作フローと同一のステップ
については、同一のステップ番号Ｓを付与することにより、以下での説明を省略する。
【００８０】
　この図６に示す処理動作においては、ステップＳ２１における薬剤情報と属性情報の取
得、及びステップＳ２２における生体情報の取得を終了した後、ステップＳ２４に移行す
る点が異なる。即ち、このステップＳ２４においては、ユーザが店舗内において自らが購
入するための食材を選択する。店舗がドラッグストアやスーパーマーケット、ショッピン
グモールである場合には、食材、ひいてはこれが使用される食品が陳列されており、ユー
ザが購入のために選択することができる状態となっている場合が多い。例えば買い物カゴ
に入れられた食材や食品は、ユーザが自ら摂取すべく購入のため選択されたものと考える
ことができる。店舗内システム１では、買い物カゴに入れられた食品や食材から入力部１
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３としてのバーコードリーダを介して食品情報を読み取ることができ、或いは情報取得部
１１に具現化されたＩＣタグの読み取り装置を介して食品情報を読み取ることができる。
ちなみに、この食材の選択は、店舗内システム１が設置されている店舗以外であってもよ
い。このように、ユーザが選択された食材、食品についての食品情報を店舗内システム１
側において取得した後、ステップＳ２５へ移行する。
【００８１】
　なお、このステップＳ２４は、ステップＳ２１、Ｓ２２との間で順番が入れ替わるもの
であってもよい。換言すれば、ステップＳ２５に到達するまでに、ステップＳ２１、２２
、２４を通じて属性情報、薬剤情報、生体情報、食品情報が取得できていればよい。
【００８２】
　ステップＳ２５に移行した場合には、取得した属性情報、薬剤情報、生体情報に加え、
ステップＳ２４において取得した食品情報も含めて禁忌性の判断を行う。このステップＳ
２５の判断は、主としてステップＳ２４においてユーザが購入のために選択された食品、
食材につき、属性情報、薬剤情報、生体情報との関係において禁忌度の高低を判別するも
のである。
【００８３】
　かかる場合も同様に図５に示すような属性情報、薬剤情報、生体情報に対する食材との
連関度を参照することとなる。店舗内システム１は、上述した図５に示す３段階以上の組
み合わせ禁忌度を予め取得した上でステップＳ２５の判別を行う。かかる場合には、制御
部１５による制御の下で、ステップＳ２４以前において取得したユーザの属性情報、薬剤
情報、生体情報、食品情報から、図５に示す３段階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、禁
忌食材を判別する。
【００８４】
　例えば、ステップＳ２２において取得したユーザの属性情報としての「年齢」が６０代
でかつ「血糖値」が１２６以上で、薬剤情報として「抗パーキンソン病薬」で、生体情報
としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満であり、ユーザが選択した食材が「まぐろ」であっ
た場合に、上述した組み合わせ禁忌度を参照した場合、２５％であることを判別すること
ができる。例えば、「血糖値」が１２６以上で、薬剤情報として「抗パーキンソン病薬」
で、生体情報としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満であり、ユーザが選択した食材が「納
豆」であった場合に、上述した組み合わせ禁忌度を参照した場合、７５％であることを判
別することができる。例えば、「血糖値」が１２６以上で、薬剤情報として「抗パーキン
ソン病薬」で、生体情報としての「ＢＭＩ」が３５～４０未満であり、ユーザが選択した
食材が「ビタミンＣ」であった場合に、上述した組み合わせ禁忌度を参照した場合、４５
％であることを判別することができる。
【００８５】
　このように属性情報、薬剤情報、生体情報が仮に同一の組み合わせであった場合でも、
これに対する食材の組み合わせ禁忌度はそれぞれ個別に設定されている。このため、ユー
ザが選択する食材に応じて、判別される組み合わせ禁忌度は互いに異なるものとなる場合
がある。
【００８６】
　また、上述以外に、属性情報、薬剤情報、生体情報の中で２種以上が選択される場合も
同様である。例えば、ステップＳ２２において取得したユーザの属性情報としての性別が
「女」で、薬剤情報として「ワルファリン」及び「ビタミンＤ３」であり、更に「ＢＭＩ
」が１８．５未満、かつ血圧が１６０以上、かつ脈拍が６０～１００であり、更に選択さ
れた食品が「卵」であった場合、上述した組み合わせ禁忌度を参照した場合、「卵」が８
０％であるため、これをユーザに通知する。
【００８７】
　店舗内システム１は、このようにして判別した組み合わせ禁忌度をユーザに対していか
なる方法で通知してもよい。かかる場合には、例えば表示部１４を介して、組み合わせ禁
忌度の数値を表示するようにしてもよいし、レシート等の紙媒体にそれらを表示するよう
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にしてもよい。或いは、組み合わせ禁忌度を２段階以上に分類するための閾値を介して判
別し、その判別結果を表示するようにしてもよい。
【００８８】
　このように本発明を適用した情報判別システム１００では、３段階以上に設定されてい
る組み合わせ禁忌度を介して食材の禁忌性に関する判別を行う点に特徴がある。組み合わ
せ禁忌度は、例えば０～１００％までの数値で記述することができるが、これに限定され
るものではなく３段階以上の数値で記述できるものであればいかなる段階で構成されてい
てもよい。
【００８９】
　このような３段階以上の数値で表される組み合わせ禁忌度に基づいて探索することで、
仮に属性情報、薬剤情報、生体情報の中の同種の組み合わせであっても、複数の食材（食
品）について、組み合わせ禁忌度の高い順に探索して表示することも可能となる。このよ
うに組み合わせ禁忌度の高い順にユーザに表示できれば、より危険性の高い食材の購入を
優先的に回避できるような示唆を与えることができる。
【００９０】
　これに加えて、本発明によれば、組み合わせ禁忌度が１％のような極めて低い食材（食
品）も見逃すことなく判断することができます。組み合わせ禁忌度が極めて低い食材（食
品）であっても僅かな兆候として繋がっているものであり、何十回、何百回に一度は健康
を阻害するリスクになる場合もあり得ることをユーザに対して注意喚起することができる
。
【００９１】
　更に本発明によれば、このような３段階以上の組み合わせ禁忌度に基づいて、禁忌性の
高い食材の探索を行うことにより、閾値の設定の仕方で、探索方針を決めることができる
メリットがある。閾値を低くすれば、上述した組み合わせ禁忌度が１％のものであっても
漏れなく拾うことができる反面、危険性の低い食材（食品）を沢山拾ってしまう場合もあ
る。一方、閾値を高くすれば、危険性の高い食材（食品）のみ絞り込むことができる反面
、危険性は低いが時には有害な作用を起こす食材を見落としてしまう場合もある。いずれ
に重きを置くかは、ユーザ側、システム側の考え方に基づいて決めることが可能となるが
、このような重点を置くポイントを選ぶ自由度を高くすることが可能となる。
【００９２】
　なお、本発明は、上述した実施の形態に限定されるものではない。例えば図７に示すよ
うな処理動作フローを実行するようにしてもよい。この図７の処理動作フローにおいて上
述した図４、６に示す処理動作フローと同一のステップについては、同一のステップ番号
Ｓを付与することにより、以下での説明を省略する。
【００９３】
　この図７に示す処理動作フローでは、病院内システム３において最初にステップＳ１３
においてユーザは医師による診断を受ける。そして、ステップＳ１４に移行し、医師によ
り診断された病気、施された治療や投薬に関する情報を当該ユーザの属性情報に反映させ
る。これにより、属性情報がその日における医師の診断や治療が反映された最新のものに
更新させることとなる。このステップＳ１４の後にはステップＳ１１が続くこととなる。
【００９４】
　店舗内システム１は、図６の処理動作と同様にステップＳ２１、Ｓ２２、Ｓ２４、Ｓ２
５が続くこととなるが、これに限定されるものではなく、図４のようにステップＳ２１、
Ｓ２２、Ｓ２３が続くものであってもよい。
【００９５】
　また、上述した実施の形態においては、あくまで属性情報、薬剤情報、生体情報の中か
ら最低１種類の項目が選択されることを前提に説明をしたが、これに限定されるものでは
なく、属性情報、薬剤情報の中から最低１種類の項目が選択されるものであってもよい。
かかる場合には、図５に示す参照すべき組み合わせ連関度が、属性情報、薬剤情報と食材
との関係において設定されていればよく、生体情報については特段含められていなくても
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よい。かかる場合には、生体情報を計測するステップＳ２２が省略される形となる。
【００９６】
　また上述した実施の形態においては、店舗内システム１内において属性情報、薬剤情報
、生体情報、ひいては食品情報を集約し、組み合わせ禁忌度の判別を行う場合を例にとり
説明をしたが、これに限定されるものではない。例えばサーバ４やクラウド側にて属性情
報、薬剤情報、生体情報、食品情報の全て、又は何れか１以上をユーザ毎に管理し、組み
合わせ禁忌度の判別を行う際には、店舗内システム１からサーバ４やクラウドにアクセス
して、これらの情報を取得するようにしてもよい。
【００９７】
　また本発明においては、例えばユーザの所持する携帯情報端末２において動作するアプ
リケーション又は店舗内システム１以外のパーソナルコンピュータ（ＰＣ）を介して上述
した判別を行うようにしてもよい。かかる場合には、これら携帯情報端末２又はＰＣ内に
インストールされたアプリケーションプログラムを通じて上述した処理動作を実行してい
くこととなる。かかる場合においても同様に携帯情報端末２又はＰＣ内に属性情報、薬剤
情報、生体情報、食品情報の全て、又は何れか１以上を取得するようにしてもよい。或い
はサーバ４やクラウド側にて属性情報、薬剤情報、生体情報、食品情報の全て、又は何れ
か１以上をユーザ毎に管理し、組み合わせ禁忌度の判別を行う際には、携帯情報端末２又
はＰＣからサーバ４やクラウドにアクセスして、これらの情報を取得するようにしてもよ
い。
【００９８】
　ちなみに携帯情報端末２は、ＩＣカード等に置き換えることも可能である。図８は、携
帯情報端末２をＩＣカード２０に置き換えた例である。ＩＣカード２０内には、情報を記
録可能なＩＣタグと、公衆通信網を介して情報を送受信可能な無線通信部又は情報取得部
１１との間で近距離通信可能な通信部が設けられている。またＩＣカード２０は、携帯情
報端末２と同様に、店舗内システム１や病院内システム３との間で情報を送受信可能とさ
れている。ＩＣカード２０内には、属性情報が予め記憶されており、必要に応じてステッ
プＳ１４等においてこれが更新されてもよい。またＩＣカード２０にはステップＳ１２に
おいて薬剤情報が更新される。これらの情報更新は、ＩＣカード２０内の通信部等を介し
て実行する。また店舗内システム１は、ステップＳ２１においてこのＩＣカード２０から
情報取得部１１を通じて属性情報や薬剤情報を取得することとなる。ＩＣカード２０を使
用した処理動作については、上述した携帯情報端末２の処理動作を全てＩＣカード２０に
読み替えて説明することができる。
【００９９】
　更に本発明では、上述した組み合わせ禁忌度を更新させるようにしてもよい。つまり、
図５に示すような属性情報、薬剤情報、生体情報と、食材との組み合わせ禁忌度を随時更
新していく。この更新は、例えば公衆通信網５を介して提供された情報を反映させるよう
にしてもよい。公衆通信網５から取得可能なサイト情報や書き込み等を通じて、属性情報
、薬剤情報、生体情報と、食材との禁忌性について新たな知見が発見された場合には、当
該知見に応じて組み合わせ禁忌度を上昇させ、或いは下降させる。例えば属性情報、薬剤
情報、生体情報におけるある種類の項目と、特定の食材との関係において禁忌性が高くな
っていることが新たに報告された場合には、これらの間に設定されている組み合わせ禁忌
度を上昇させる。また属性情報、薬剤情報、生体情報におけるある種類の項目と、特定の
食材との関係において禁忌性が低くなっていることが新たに報告された場合には、これら
の間に設定されている組み合わせ禁忌度を下降させる。
【０１００】
　この組み合わせ禁忌度の更新は、公衆通信網５から取得可能な情報に基づく場合以外に
、医師や栄養士による研究データや論文、学会発表の内容に基づいてシステム側又はユー
ザ側が人為的に、又は自動的に更新するようにしてもよい。これらの更新処理においては
人工知能を活用するようにしてもよい。
【０１０１】
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　即ち、本発明によれば、薬剤情報及び属性情報の組み合わせに対する禁忌食材に相当す
る食品情報の関係に関する情報が外部から提供された場合に、これを参照すべき組み合わ
せ禁忌度に反映させるものであってもよい。同様に薬剤情報、属性情報及び生体情報の組
み合わせに対する禁忌食材に相当する食品情報の関係に関する情報が外部から提供された
場合に、これを参照すべき組み合わせ禁忌度に反映させるものであってもよい。
【符号の説明】
【０１０２】
１　店舗内システム
２　携帯情報端末
３　病院内システム
４　サーバ
５　公衆通信網
１１　情報取得部
１２　通信部
１３　入力部
１４　表示部
１５　制御部
１６　店舗内データベース
１７　検査機器
２１　内部バス
２５　操作部
２６　表示部
２７　記憶部
２９　データ入出力部
３１　音声入出力部
３１　近接通信部
３６　出力Ｉ／Ｆ
１００　情報判別システム

【要約】
【課題】薬剤情報に対する禁忌食材を３段階以上の禁忌度に基づいて判別する。
【解決手段】　判別対象のユーザが摂取予定の食品情報及び服用している薬剤情報と、ユ
ーザ自身の属性情報とを取得する情報取得ステップと、薬剤情報及び属性情報の組み合わ
せに対する食品情報との３段階以上の組み合わせ禁忌度を参照し、上記情報取得ステップ
において取得した上記食品情報が、同じく取得した上記薬剤情報及び上記属性情報との関
係において禁忌食材が含まれているか否かを判別する判別ステップとを有することを特徴
とする。
【選択図】図４
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【図３】 【図４】
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【図７】 【図８】
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